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１．はじめに

2022年1月に発効される世界保健機関（WHO）による国際疾病分類の第11回
改訂版（ICD-11）では「Prolonged Grief Disorder」という新たな診断名が採用
されており、遺族支援は今後も重要な課題である。また、死別1年以内の遺族の
約2割がうつ病を呈しているものの1、患者が死亡した後に医療従事者がアクセ
スすることが困難であることから、病院外でも実施可能な遺族支援プログラムの
開発が望まれている。さらに、認知行動療法の一つである行動活性化療法は、
これまでに抑うつ軽減に有効であることが示されてきたが2 3、がん患者に対して
も同様の効果が近年示されている4。
そこで筆者らは国立がん研究センターで開発されたがん患者向けの行動活性化
療法を用いた抑うつ軽減プログラムをがん患者の遺族に適用する介入研究として
「がん患者の遺族のための行動活性化療法を用いた抑うつ軽減プログラムの開発」
を開始した。本稿では、この介入研究に至るまでの遺族の実態調査の結果と併せ
て実施中の介入研究について報告する。尚、この介入研究は現在実施中であり本
稿で結果を報告することはできないため、研究方法と途中経過で得られた知見に
ついて紹介する。
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２．遺族の心理状態と対処行動に関する実態調査

筆者らは介入研究に先立ち、国立がん研究センター東病院（千葉県柏市）で
2006年から質的研究と量的研究を実施し、がんで配偶者を亡くした遺族の悲嘆
に関する実態調査を行ってきた。【図１】
悲嘆に関する国内の研究知見が少なかったことから、実態調査に先立ち、まず遺
族の心理状態と対処行動に関する概念を同定するための質的研究としてインタ
ビュー調査を行った5。その際に一般的に悲嘆やグリーフと呼ばれる死別後の心理
反応は「死別後の認知と感情からなる心理状態」と定義し、喪の仕事やモーニング
ワークは「死別後の対処行動」として定義し、研究のための操作的な概念整理を行った。
次にこの質的研究で得られた心理状態と対処行動の概念を構成する要素を項目
として用いた質問紙を作成し、量的研究として郵送調査を実施した6。対象はが
んによって配偶者を亡くしたご遺族で、死別半年から7年度までの方々であった。
その結果、心理状態と対処行動がそれぞれ3因子から構成されることが示され、
それらの因子の信頼性や妥当性も検証した。また遺族の心理状態に最も大きく関
連したのは対処行動であることも示され、この対処行動を変容することで悲嘆を
軽減できる可能性が示唆された。さらに同時に精神健康調査票（GHQ28）を実
施した結果、約半数（44％：360/821 名）に適応障害レベル以上のストレス反
応（GHQ28 によるカットオフ値6 点以上）が見られた。横断調査であり死別後
年数とストレスの関連は明らかではないものの、遺族は長期間にわたってストレ
スフルな状態であることが示され、介入の必要性を示す根拠となった7。

図1　遺族の悲嘆と対処行動（実態調査）
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さらに対処行動に関しては、3因子である「気そらし」、「絆の保持」、「社会共
有 /再構築」をどのように組み合わせて使用してるかという対処行動パターンを
探索し、また対処行動パターンと精神的健康との関連を検討した8。【図２】その
結果、対処行動パターンは３つあり、それぞれ遺族の三分の一が属することがわ
かった。その中で不健康的であったのは「絆の保持」のみ多く用いて「気そらし」
や「社会共有 /再構築」をあまり用いない“絆の保持焦点型”の対処行動パター
ンであった。「絆の保持」という死別特有の対処行動は、故人にとらわれる、懐
かしむといった思慕と呼ばれる心理状態も関連し、遺族にとって適応的である面
も含まれており、これを減らすように促すことは、かえって故人へのしがみつき
につながる可能性もある。そこで介入方針としては、他の対処行動を増やすこと
で対処柔軟性の獲得を促し“全般対処型”に変容させるという方針を採用した。

３．遺族の対処行動モデルと介入方針

これまでに国外の遺族研究者によって遺族の対処行動モデルが提唱されてい
る9。【図３】これは死別後の二重過程モデルと呼ばれるもので、遺族は喪失志向
と回復志向の二側面の対処行動を行ったり来たりしながら日常生活を送り、やが
てその揺さぶられ過程が収束していくというものである。喪失志向というのは故
人との世界に生きることであり、反対に回復志向とは故人がいない世界に生きる
ことである。現実には故人がいないことを理解し回復志向に身を置きながらも、
心理的にその事実を受け止めきれず喪失志向に引き戻されるといった遺族の心の

図2　遺族の対処行動と介入方針
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揺れを説明しているモデルとして広く受け入れられてきた。
このモデルを用いて筆者らの研究結果と介入方針を説明する。実態調査で得ら
れた不健康的な“絆の保持焦点型”の対処行動パターンは喪失志向に留まり日常
生活や回復志向に向かわないものであり、これを行動活性化の介入によって行動
レパートリーを広げることで日常生活や回復志向に向かうきっかけを作ることが
できるという仮説を考えた。また同時に日常生活や回復志向にいる遺族が喪失志
向の対処行動を取ること、介入としては曝露（死別や故人のことを話したり書い
たりする）によって死別を再体験ししっかり悲しむことも必要である。この両者
の対処行動を取れるように第三者が支援することで、遺族一人きりでは停滞しが
ちな死別過程を支援することが可能になるかもしれない。
さらに近年国外では、上記の仮説を用いて行動活性化10,11や曝露12を取り入れ
た介入研究が実施され、無作為化比較試験で有効性が実証されている。この二つ
の介入要素は死別後の二重過程モデルにおける喪失志向と喪失志向のいずれかに
偏って停滞しがちな遺族の対処行動を別方向に向けるきっかけとして作用すると
考えられる。

図 3　死別後の二重課程モデル
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４．がん患者の遺族のための行動活性化療法を用いた	 	
　　抑うつ軽減プログラムの開発 

　遺族の心理状態と対処行動に関する実態調査の結果を受け、また遺族の対処
行動モデルに照らした介入方針を立て、筆者らは行動活性化療法を用いて、遺族
の抑うつ軽減への有用性と実施可能性を検討する目的で介入研究を実施してい
る。研究方法を以下に示す。尚、本研究は介入を伴う研究であるため、厚生労働
省が整備するデータベースである臨床研究実施計画・研究概要公開システム
（Japan Registry of Clinical Trials）に当該研究の概要をその実施に先立って登録
した（jRCT1030210427）。また介入プログラムは国立がん研究センターでがん
患者向けに開発された行動活性化療法プログラム（全7回）を、用語のみ遺族に
修正して使用した。【図４】

行動活性化療法とは、学習理論のオペラント条件づけに基づく認知行動療法で
ある。支援者は面接と課題を用いて参加者が自分の行動と結果をセルフモニタリ
ングできるように促していく。回数は様々だが5-15回程度、実施者は精神科医
や心理職以外でも可能なことからトレーニングは比較的容易とされ、実施コスト
も低いと言われている13。これまでにがん患者4や大学生14を対象にその有用性
が国内でも報告されている。
行動活性化療法は2001年にMartell によって開発されたプログラムである15。
ここでは抑うつを引き起こす行動として回避の減少を目指すとしている。回避と
は具体的には外出せずに家でテレビをつけてぼうっとしている、といった行動で

図 4　研究方法
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あり、抑うつの悪循環を生じさせる。さらに Lejuez らは回避の代替行動として
価値に沿った行動を増やすことが重要としており16、筆者らが本研究で遺族に使
用しているがん患者向けプログラムではこの方法を採用している。この行動活性
化療法では、抑うつが生じた背景に焦点を当てるのではなく、抑うつによって形
成された行動の悪循環をターゲットとする。この悪循環が抑うつを維持させると
考え、悪循環を引き起こす回避行動を同定し、それに代わる正の強化を得られる
活動、すなわち遺族が価値を置く活動を促進する。悪循環から脱却し、価値を置
く行動が増えることで、遺族の抑うつの軽減につながる17。以下に行動活性化療
法で抑うつが改善する仕組みを示す【図５】

 回避としては、反すうと呼ばれる繰り返し同じことを考える行動がそれに当
たる15。抑うつ状態の人の反すうとは、自分に対する否定的な思考（「なんで自
分はあんなことをしたのか」、「自分はいつもだめだ」など）がほとんどだが、遺
族の場合は自分に対する肯定的な思考である、故人への思慕が混入していること
が特徴的である。この思慕は故人を懐かしんで穏やかになるという思考であり、
自分に対する肯定的な思考（「あの人と一緒で自分は幸せだった」、「あの人がい
つも自分を守ってくれている」など）であり、抑うつにつながる反すうとは異な
るものである。そこで今回の遺族研究では、反すうを減少させるために反すうと
思慕を弁別する作業としてメリットとデメリットの自己分析を試みているが、故
人にとらわれて思慕が優勢な遺族にとってはかなり困難な課題のようである。ま
た回避の代替行動として価値に沿った行動を増やすという課題は、故人にとらわ
れていた遺族にとって、改めて自分自身の価値を再認識する機会となり、今後の

図5　行動活性化療法で抑うつが改善する仕組み
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人生を歩み出すきっかけになったという声が聞かれている。
このように行動活性化療法は、遺族が対象の場合には、１）抑うつにつながる
反すう（繰り返し思考）を自分で意識し故人を懐かしむ思慕と分けてとらえるこ
と、２）反すうが生じる状況を把握し代替行動として自分が価値を置く（大切に
している）行動を取ること、といった二点が抑うつ改善につながる介入要素であ
ろうと考えている。

５．まとめと今後の課題

本稿では遺族の心理状態と対処行動に関する実態調査に基づき、がん患者向け
に開発された行動活性化療法を用いた抑うつ軽減プログラムをがん患者の遺族に
適用する介入研究について紹介した。このプログラムを今後遺族向けに改良する
にあたっての課題は、反すうと思慕の弁別課題を追加することであろうと思われ
るが、抑うつ軽減効果と併せて検討を継続していきたい。
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